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第２回料金審議会スライド資料
(1)平成26年 答申書
１．水道料金体系について
「口径別料金体系」に移行することが望ましい。

２．基本水量と基本料金
基本水量制を廃止することが妥当。
基本料金は口径が大きいほど増額する方法が望ましい。

３．従量料金の設定について
これまでどおり単一制にすべきと考える。

４．改訂率について
• 平成28年度に留保財源は枯渇し、平成44年度には56億円の赤字
になると予想される。このことから、今後5年間の必要な財源
確保のため、使用料収入全体で2割程度の増加が必要であると
判断した。

• 値上げ幅が大きくなることに反対もあったが、最終的には市⺠
のため、そして現役世代と将来世代の世代間負担の公平性を確
保するため、やむを得ないという結論に至った。

９．付帯意見
・各使用者間で値上げ幅に大きく違いが出る可能性がある。この
ため、出来るだけその変化が少ない方法を、時間をかけて検討し、
ようやく結論に至った。
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(2)水道事業収支計画 今回料金算定期間
単位：百万円

平成30年度決算

（建設費）
減価償却費
2億円

(維持費）
動力費、検針、
水質検査等

6.7億円

水道料金 10億２千万円

利益
1.5億円

給水原価8億7千万円

返済１億円更新に使える資金
2.5億円

工事費
4.3億円
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維持費
水を浄水する費用 3.8億円
（原水及び浄水費）

取水ポンプなどの動力費、薬品費、施設を監視するシステ
ム（保守、通信）、浄水場の運転管理員、水質検査（毎日、
法定）、受水費

水を運ぶ費用 1億円
（配水及び給水費）

送水、加圧ポンプなどの動力費、検針する量水器の交換、
管路の修繕費、漏水調査、管網を管理する経費、給水装置
工事の審査、立ち合い、検査、占用許可事務、水道施設計
画、認可書類作成

水を売る費用（業務費）
７千万円

検針、料金請求、収納業務、水道使用開始、中止、顧客情
報の管理、料金システム保守、郵送料、手数料

全体に係る経費（総係費）
8千万円

水道事業全体の経費（将来計画、料金審議、予算、決算、
資金管理、保険料、研修費）

その他、営業外費用
４千万円

借金の利息、消費税関連費用

工事計画
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（３）水道料金の算定要領

① 水道料金の内訳

水道料金 ＝ 基本料金 ＋ 従量料金

基本料金 ： 使用の有無に係わらず支払う料金
固定的な費用を賄うべき収入

従量料金 ： 使用水量に応じて支払う料金
変動的な費用を賄うべき収入

② 水道料金の算定方法

総括原価とは・・・・

● 料金算定期間における料金対象原価額であり、営業費用(人件費、薬品費、修繕費等)に
資本費用(支払利息、資産維持費)を加算した額。水道料金算定の根拠となる原価。

需 要 家 費 固 定 費 変 動 費

人 件 費 検針、集⾦、量⽔器関係
部門人件費

需要家費及び変動費以
外の人件費

時間外勤務手当、特殊
勤務手当(給⽔量の増減
に伴うものに限る)

薬 品 費 － － 全　　　　　額

動 ⼒ 費 － － 全　　　　　額

修 繕 費 検針、集⾦、量⽔器関係
部門の修繕費 左記以外の修繕費全額 －

受 水 費 － 基　本　料　⾦ 使　⽤　料　⾦

減 価 償 却 費
検針、集⾦、量⽔器関係
部門に配賦される減価償
却費

左記以外の減価償却費
全額 －

支 払 利 息
検針、集⾦、量⽔器関係
部門に配賦される⽀払利
息

左記以外の⽀払利息の
全額 －

資 産 維 持 費
検針、集⾦、量⽔器関係
部門に配賦される資産維
持費

左記以外の資産維持費
の全額 －

需要家費
検針・集⾦関係費、量⽔器関係
諸費等、主として需要家の存在
により発生する費⽤

変 動 費

薬品費、動⼒費及び受⽔費並
びに需要家費または固定費に属
さないその他の費⽤であって、概ね
給⽔量の増減に⽐例する費⽤

準備料⾦ 固定的な料⾦
(基本料⾦に該当)

固 定 費

給⽔量の多寡には関係なく、⽔
道施設を適正に維持していくため
に必要な固定費⽤のうち、需要
家費に属するものを控除したもの

水量料⾦ 変動的な料⾦
(従量料⾦に該当)

（1） 総括原価の内訳と配賦方法

水道料金収入として回収される費用

出典:水道料金算定要領 (公社)日本水道協会

水道料金改定業務の手引き (公社)日本水道協会

※上記以外の維持管理費は、上記を参考の上、事業の実態に応じて適宜分解する。
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（2） 総括原価の実績（Ｈ30年度）

本市の場合、総括原価のうち固定的な費用
(需要家費＋固定費)の割合は85％を占める

・総括原価の内訳
・総括原価の配賦

現在の料金体系で、施設能力分の費用が
確保されている

● 水道事業においては、最大給水量に見合った浄水施設能力を有してい
れば安定供給ができるものではない。

● 事故や点検による浄水施設の休止、浄水施設の更新なども考慮して、
最大給水量に加えて一定の余裕を持った予備的な施設能力を保有す
る必要がある。

出典:水道料金改定業務の手引き 平成29年3月 (公社)日本水道協会

(単位:千円)

需 要 家 費 固 定 費 変 動 費 合 計

人 件 費 30,262 55,533 30,171 115,966

薬 品 費 － － 239 239

動 ⼒ 費 － － 60,038 60,038

修 繕 費 － 18,414 － 18,414

受 水 費 － 135,780 78,892 214,672

減価償却費 － 278,913 － 278,913

維持管理費 91,127 132,794 9,321 233,242

小 計 121,389 621,434 178,661 921,484

支 払 利 息 － 26,535 － 26,535

資産維持費 － 210,452 － 210,452

小 計 0 236,987 0 236,987

－ -18,923 － -18,923

121,389 839,498 178,661 1,139,548

10.65 73.67 15.68 100割 合 ( ％ )

平 成 30 年 度　実 績 値

控 除

合 計

営
業
費
用

資
本
費
用

基本料⾦ 従量料⾦

基本料⾦︓367,807千円
従量料⾦︓675,509千円 35.3％ 64.7％

① 負荷率 基本料⾦︓245,635千円
従量料⾦︓893,913千円 21.6％ 78.4％

② 施設利⽤率 基本料⾦︓350,572千円
従量料⾦︓788,976千円 30.8％ 69.2％

③ 最⼤稼働率 基本料⾦︓244,796千円
従量料⾦︓894,753千円 21.5％ 78.5％

④ 配給⽔部門費 － 基本料⾦︓184,455千円
従量料⾦︓955,093千円 16.2％ 83.8％

最⼤給⽔量⼒　︓　35,563m3/⽇　(Ｈ30年度実績値)
平均給⽔量⼒　︓　30,312m3/⽇　(Ｈ30年度実績値)
浄⽔施設能⼒　︓　41,700m3/⽇

H30年度実績⽔量での試算

固定費の
配分基準

固定費の準備料⾦への
配分算定式 内　　　訳

H30

最大給水量－平均給水量

最大給水量

浄水施設能力－平均給水量

浄水施設能力

浄水施設能力－最大給水量

浄水施設能力

③ 料金算定要領に基づく試算
試算検討条件

・総収入は令和4年度～7年度推計値の平均値（≒1,100百万円）
・基本料金の収入割合は平成30年度実績値と仮定（35.3％）

単位：円

口径 給水戸数(戸) 検針・集金 量水器 固定費 合計 基本料金 現在 差額

13mm 18,412 303.64 72.78 1,187.31 1,563.73 1,600 2,000 -400 

20mm 14,732 303.64 106.27 1,733.58 2,143.49 2,200 2,000 200

25mm 681 303.64 132.65 2,258.20 2,694.49 2,700 2,000 700

30mm 29 303.64 362.07 2,994.25 3,659.96 3,700 2,400 1,300

40mm 203 303.64 398.19 5,008.21 5,710.04 5,800 3,200 2,600

50mm 84 303.64 1,456.35 7,420.63 9,180.62 9,200 4,000 5,200

75mm 16 303.64 2,062.50 15,645.83 18,011.97 18,100 6,000 12,100

100mm 4 303.64 2,291.67 26,833.33 29,428.64 29,500 8,000 21,500

125mm 0 － 10,000 －

150mm 1 303.64 10,166.67 56,166.67 66,636.98 66,700 12,000 54,700

※給水戸数は令和4年度～7年度予測値の平均

・基本料金 ・従量料金

・現在と新料金の比較（概算）

有収水量 (ｍ3) 8,214,675

従量料金収入 (円) 711,770,523

従量料金単価 (円/ｍ3) 87

※有収水量は令和4年度～7年度予測値の平均

現在 改定後 差額

30m3 3,802 4,631 829

50m3 6,378 6,545 167

70m3 8,955 8,459 -496 

30m3 3,802 5,291 1,489

50m3 6,378 7,205 827

70m3 8,955 9,119 164

口径 使用量

13mm

20mm

水道料金(円 2ヶ月分・税込)
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県内市町水道料金比較
（2か月、40m3使用の場合） (単位 円）

県内市町水道料金比較（基本料金２か月）



7

県内基本料金比較

県内各料金体系一覧
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島田市の水道料金表（2か月分）
基本料金 従量料金

20m3まで
従量料金
21m3以降

13~25ミリ 2,200円 128.81円
30ミリ 2,640円
40ﾐﾘ 3,520円
50ミリ 4,400円 15.73円 141.13円
75ミリ 6,600円
100ミリ 8,640円
125ミリ 10,800円
150ミリ 12,960円

15.73円

128.81円

141.13円

1. 原価に対する基本料金の割合は、現在と同様の35％
前後とする。

2. 基本料金は、13、20、25ﾐﾘをそれぞれ設定する。
3. 従量料金は、口径毎や使用水量による区分を減らし、

単一料金に近づける。

審議項目料金体系に関する事務局の方針

上記の方針で料金シミュレーションを行い、次回提示
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(4)クレジット収納
お客さま １．手元にお金なくても払える

２．ポイントがつく

地方税 クレジットカードを利用しない他の納税者との公平
性の観点から手数料を利用者に求めることが可能。
例：2万円の手数料200円
⇒本人の負担額を自治体が決定。自治体0円も可

水道料金 他の公共料金と公平性を図る観点から全て企業負担
例：2万円の手数料200円

⇒全て企業が負担。本人の負担はない。

令和元年
10月11月
コンビニ納付
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水道料金の支払方法
支払方法 件数比率 金額比率 経費
口座振替 79.0％ 80.7％ 約100円
コンビニ 15.0％ 9.7% 約100円
金融機関 6.0％ 9.6% 約60円

1. コンビニ15%が全てクレジットになれば、年300万円削
減、但し初期投資は500万円。

2. 他団体の例から想定する4年後の収納率は4%程度、従っ
て削減額は、4年間で200万円。初期投資経費を含める
と300万円の赤字


